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主要な営業所 (2022年3月31日現在)

① 当社
会社名 所在地

㈱リクルートホールディングス 東京都中央区

② 子会社
区分 会社名 所在地

HRテクノロジー事業

RGF OHR USA, INC. 米国 デラウェア州

Indeed, Inc. 米国 デラウェア州

Glassdoor, Inc. 米国 デラウェア州

メディア＆ソリューション事業

販促
㈱リクルート 東京都中央区

人材

人材派遣事業

RGF Staffing B.V. オランダ フレヴォラント州

日本
㈱リクルートスタッフィング 東京都中央区

㈱スタッフサービス・ホールディングス 東京都千代田区

欧州、
米国及
び豪州

RGF Staffing France SAS フランス モゼル県

RGF Staffing Germany GmbH ドイツ バイエルン州

RGF Staffing the Netherlands B.V. オランダ フレヴォラント州

RGF Staffing UK Limited 英国 ロンドン市

Unique NV ベルギー アントワープ州

Staffmark Group, LLC 米国 オハイオ州

The CSI Companies, Inc. 米国 フロリダ州

Chandler Macleod Group Limited 豪州 ニューサウスウェールズ州
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主要な借入先 (2022年3月31日現在)

借入先 借入額
(百万円)

㈱三菱UFJ銀行 11,292

㈱三井住友銀行 8,507

㈱みずほ銀行 8,507

三井住友信託銀行㈱ 2,785

㈱りそな銀行 2,785

みずほ信託銀行㈱ 1,285

㈱横浜銀行 1,285

㈱北陸銀行 986
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新株予約権等の状況

1 当事業年度末日における新株予約権等の状況
2013年6月20日開催の定時株主総会決議及び2013年7月31日開催の取締役会決議による新株予約権
・新株予約権の数

93個
・目的となる株式の種類及び数
普通株式 279,000株 (新株予約権1個につき3,000株)

・新株予約権の払込金額
新株予約権につき金銭の払込を要しないものとする。

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
1円

・新株予約権を行使することができる期間
2013年9月1日から2033年8月31日

・新株予約権の行使条件
新株予約権者は新株予約権を行使することができる期間内において、当社取締役、執行役員又は専門役員のい
ずれの地位も喪失した日から10日を経過する日までに限り、新株予約権を行使できる。

・当社役員及び執行役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数

取締役 (社外取締役を除く) 52個 普通株式 156,000株 2名

執行役員 41個 普通株式 123,000株 2名

2014年6月26日開催の定時株主総会決議及び2014年11月13日開催の取締役会決議による新株予約権
・新株予約権の数

93個
・目的となる株式の種類及び数
普通株式 279,000株 (新株予約権1個につき3,000株)

・新株予約権の払込金額
新株予約権につき金銭の払込を要しないものとする。

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
1円

・新株予約権を行使することができる期間
2014年12月27日から2034年12月26日

・新株予約権の行使条件
新株予約権者は新株予約権を行使することができる期間内において、当社取締役、執行役員又は専門役員のい
ずれの地位も喪失した日から10日を経過する日までに限り、新株予約権を行使できる。
新株予約権者の相続人は、新株予約権者が死亡した日から1年間又は上記に定める行使期間の終期のいずれか早
い日までに限り、新株予約権を行使できるものとする。

・当社役員及び執行役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数

取締役 (社外取締役を除く) 67個 普通株式 201,000株 2名

執行役員 26個 普通株式 78,000株 2名
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2015年8月10日開催の取締役会決議による新株予約権
・新株予約権の数
972個

・目的となる株式の種類及び数
普通株式 291,600株 (新株予約権1個につき300株)

・新株予約権の払込金額
新株予約権につき金銭の払込を要しないものとする。

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
1円

・新株予約権を行使することができる期間
2015年9月26日から2035年9月25日

・新株予約権の行使条件
新株予約権者は新株予約権を行使することができる期間内において、当社取締役、執行役員又は専門役員のい
ずれの地位も喪失した日から10日(新株予約権者が、新株予約権を割り当てる日において、既にいずれの地位も
喪失している場合には、新株予約権を割り当てる日の翌日から1年)を経過する日までに限り、新株予約権を行
使できる。
新株予約権者の相続人は、新株予約権者が死亡した日から1年間又は上記に定める行使期間の終期のいずれか早
い日までに限り、新株予約権を行使できるものとする。

・当社役員及び執行役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数

取締役 (社外取締役を除く) 667個 普通株式 200,100株 2名

執行役員 305個 普通株式 91,500株 3名

2019年7月16日開催の取締役会決議による新株予約権
・新株予約権の数
3,615個

・目的となる株式の種類及び数
普通株式 361,500株(新株予約権1個につき100株)

・新株予約権の払込金額
新株予約権につき金銭の払込を要しないものとする。

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
3,718円

・新株予約権を行使することができる期間
2019年7月31日から2029年7月30日

・新株予約権の行使条件
新株予約権1個当たりの一部行使はできないものとする。
新株予約権の割当を受けた者 (以下「新株予約権者」) は、新株予約権を行使することができる期間内において、
当社の取締役又は執行役員のいずれの地位も喪失した場合、その日から3年以内又は新株予約権の行使期間の終
期のいずれか早い日までに限り、新株予約権を行使できるものとする。
新株予約権の質入れその他一切の処分は認められないものとする。
その他の条件については、当社取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結される新株予約権
割当契約書に定めるところによる。

・当社役員及び執行役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数

取締役 (社外取締役を除く) 2,618個 普通株式 261,800株 4名

執行役員 997個 普通株式 99,700株 5名
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2020年7月8日開催の取締役会決議による新株予約権
・新株予約権の数
2,760個

・目的となる株式の種類及び数
普通株式 276,000株 (新株予約権1個につき100株)

・新株予約権の払込金額
新株予約権につき金銭の払込を要しないものとする。

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
3,558円

・新株予約権を行使することができる期間
2020年7月27日から2030年7月26日

・新株予約権の行使条件
新株予約権1個当たりの一部行使はできないものとする。
新株予約権の割当を受けた者 (以下「新株予約権者」) は、新株予約権を行使することができる期間内において、
当社の取締役又は執行役員のいずれの地位も喪失した場合、その日から3年以内又は新株予約権の行使期間の終
期のいずれか早い日までに限り、新株予約権を行使できるものとする。
新株予約権の質入れその他一切の処分は認められないものとする。
その他の条件については、当社取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結される新株予約権
割当契約書に定めるところによる。

・当社役員及び執行役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数

取締役 (社外取締役を除く) 2,000個 普通株式 200,000株 4名

執行役員 760個 普通株式 76,000株 5名

2021年7月14日開催の取締役会決議による新株予約権
・新株予約権の数

7,208個
・目的となる株式の種類及び数
普通株式 720,800株 (新株予約権1個につき100株)

・新株予約権の払込金額
新株予約権につき金銭の払込を要しないものとする。

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
5,762円

・新株予約権を行使することができる期間
2022年4月1日から2031年7月28日

・新株予約権の行使条件
新株予約権1個当たりの一部行使はできないものとする。
新株予約権の割当を受けた者 (以下「新株予約権者」) は、新株予約権を行使することができる期間内において、
当社の取締役又は執行役員のいずれの地位も喪失した場合、その日から3年以内又は新株予約権の行使期間の終
期のいずれか早い日までに限り、新株予約権を行使できるものとする。
新株予約権の質入れその他一切の処分は認められないものとする。
その他の条件については、当社取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結される新株予約権
割当契約書に定めるところによる。

・当社役員及び執行役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数

取締役 (社外取締役を除く) 6,244個 普通株式 624,400株 4名

執行役員 964個 普通株式 96,400株 5名

2022年05月16日 21時35分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 6 ―

2 当事業年度中に交付した新株予約権等の状況
2021年7月14日開催の取締役会決議による新株予約権
・新株予約権の数
7,208個

・目的となる株式の種類及び数
普通株式 720,800株 (新株予約権1個につき100株)

・新株予約権の払込金額
新株予約権につき金銭の払込を要しないものとする。

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
5,762円

・新株予約権を行使することができる期間
2022年4月1日から2031年7月28日

・新株予約権の行使条件
新株予約権1個当たりの一部行使はできないものとする。
新株予約権の割当を受けた者 (以下「新株予約権者」) は、新株予約権を行使することができる期間内において、
当社の取締役又は執行役員のいずれの地位も喪失した場合、その日から3年以内又は新株予約権の行使期間の終
期のいずれか早い日までに限り、新株予約権を行使できるものとする。
新株予約権の質入れその他一切の処分は認められないものとする。
その他の条件については、当社取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結される新株予約権
割当契約書に定めるところによる。

・当社役員及び執行役員への交付状況

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 交付者数

取締役 (社外取締役を除く) 6,244個 普通株式 624,400株 4名

執行役員 964個 普通株式 96,400株 5名
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

1 内部統制システム整備の状況
当社及び当社子会社の業務の適正を確保するための体制(2021年3月17日開催の取締役会で決議)の内容は、以下
のとおりです。

① 当社の取締役及び使用人並びに当社子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制

機関設計
- 当社は、社外取締役を含む取締役会を設置し、当社グループ全体における重要な意思決定を行います。
- 当社は、社外監査役を含む監査役会を設置しています。当社の各監査役は、当社監査役会が定めた監査基準
の下当社の取締役会その他重要会議への出席及び業務執行状況の調査等を通じ、当社の取締役の職務執行の
監査を行います。

- 当社は、社外取締役を委員長とした指名委員会及び報酬委員会を設置し、当社の取締役及び執行役員の指名
又は選任、評価及び報酬等について審議を行います。

- 当社は、SBU統括会社の取締役会の過半を構成するように取締役を派遣し、SBU統括会社の経営を監督し
ます。

内部監査
- 当社に代表取締役社長 兼 CEO直轄の内部監査所管部署を設置し、当社グループの役職員等による業務が
法令、定款又は規程に違反していないか監査します。

倫理綱領・社内規程
- 当社は、「リクルートグループ倫理綱領」を制定し、当社グループの全ての役職員等に周知しています。
- 当社は、当社子会社の自主独立の精神を尊重しつつ、一体的なグループ経営を実現するため、意思決定、投
資管理、ファイナンス、人事管理、リスクマネジメント及びコンプライアンス等に関する当社グループ統一
の規程として「リクルートグループ規程」を制定しています。

コンプライアンス体制
- 当社は、当社グループのコンプライアンスに関する基本方針を定める「リクルートグループコンプライアン
ス規程」を制定しています。当社の取締役会は、当社グループ全体におけるコンプライアンス責任者を任命
した上、コンプライアンス所管部署を設置し、当社グループのコンプライアンスに関する基本方針の決定及
び実効性のモニタリングを行います。また、当社の代表取締役社長 兼 CEOは、自らが委員長となってコ
ンプライアンス委員会を開催し、各SBUにおけるコンプライアンスの実効性の評価を行った上、経営戦略
会議において当社グループ全体のコンプライアンスの活動計画の決定を行います。

- SBU統括会社の取締役会は、各SBUにおけるコンプライアンス責任者を任命した上、コンプライアンスに
関する基本方針の決定及び実効性のモニタリングを行います。また、SBU統括会社の代表取締役社長は、
自らが委員長となってコンプライアンス委員会を開催し、SBUにおけるコンプライアンスの実効性の評価
や活動計画の決定・点検を行います。

- 当社子会社の代表取締役社長は、各社におけるコンプライアンス責任者を任命した上、各社におけるコンプ
ライアンスの実効性の評価や活動計画の決定・点検を行います。

内部通報
- 当社及び当社子会社は、内部通報窓口及び職場のハラスメントに関する相談窓口等、当社グループの役職員
等が内部統制に関する問題を発見した場合に、迅速に当社又は当社子会社のコンプライアンス所管部署に情
報伝達する体制を構築しています。報告又は通報を受けたコンプライアンス所管部署は、その内容を調査
し、対応策を当社グループ内の関係部署と協議の上決定し、実施します。
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教育
- 当社及び当社子会社は、倫理綱領及び社内規程の遵守等を図るために、役職員等に対して、必要な教育を企
画し、実施します。

懲戒
- 当社及び当社子会社は、法令違反、社内規程違反その他コンプライアンス違反行為が明らかになった場合に
は、当該行為に関与した役職員等に対し、厳正な処分を課すものとしています。

反社会的勢力との取引遮断
- 当社及び当社子会社は、反社会的勢力との取引関係を含めた一切の関係を遮断する体制を構築しています。

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
- 「文書及び契約書管理規程」を制定し、これに基づき、株主総会議事録、取締役会議事録及び経営戦略会議
議事録等、取締役の職務の執行に係る文書を関連資料と共に保存します。

- 前項に定める文書の保存年限及び保存部署については、「文書及び契約書管理規程」に定めています。当社
の取締役又は監査役から閲覧の要請があった場合に閲覧が可能である方法で保存します。

③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
- 当社は、当社グループのリスク管理を体系的に定める「リクルートグループリスクマネジメント規程」及び
「リクルートグループエスカレーション細則」を制定しています。
- 当社の取締役会は、当社グループ全体におけるリスクマネジメント責任者を任命した上、リスクマネジメン
ト所管部署を設置し、当社グループのリスクマネジメントに関する基本方針の決定及びリスクマネジメント
状況のモニタリングを行います。また、リスク統括所管部署担当取締役を委員長とするリスクマネジメント
委員会において、各SBUのリスクマネジメント状況のモニタリング及びリスクの識別を実施します。その
結果を受けて経営戦略会議において当社グループとして特に注視すべきリスクの識別・決定とその低減策に
ついて検討を行います。

- SBU統括会社の取締役会は、SBUにおけるリスクマネジメント責任者を任命した上、SBUのリスクマネジ
メントに関する基本方針の決定及びリスクマネジメント状況のモニタリングを行います。また、SBU統括
会社の各統括機能の責任者が参加するリスクマネジメント委員会において、自SBUのリスクマネジメント
状況のモニタリング及び特に注視すべきリスクの識別・決定を行います。

- 当社子会社の代表取締役社長は、各社におけるリスクマネジメント責任者を任命した上、各社におけるリス
クの洗い出し及び重要性の判断を行い、リスク管理について最終責任を負います。

- 当社は、当社グループ全体に影響が及ぶような重大な事案が発生した場合には、危機対策本部を立ち上げ、
対応を進めることとしています。

④ 当社の取締役及び当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
- 当社の取締役会又は経営戦略会議は、当社グループの経営目標を定め、浸透を図るとともに、この目標の達
成に向けて当社グループの各部門が実施すべき具体的な目標を定めます。当社の各部門の担当執行役員は、
この目標の達成に向けて、効率的な達成の方法を定め、実行します。

- 当社の取締役会は、定期的に当社グループの目標達成状況をレビューし、効率化を阻害する要因を排除又は
低減する等の改善を促すことにより、目標達成の確度を高め、当社グループ全体の業務の効率化を実現しま
す。

- 当社は、当社CEOの諮問機関として経営戦略会議を設置し、当社グループ全体の経営に関して必要な事項
の協議を行います。

- その他、当社の取締役会又は経営戦略会議の諮問機関として、サステナビリティ委員会等の専門性を持った
委員会を設置します。
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⑤ 財務報告に係る内部統制の信頼性の確保のための体制
- 当社は、「J-SOX基本規程」を定め、金融商品取引法に定める内部統制報告制度に準拠した財務報告に係る内
部統制システムの構築を図ります。

⑥ 当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
- 当社は、当社内に、各SBUを統括する部門を設置します。当社子会社の取締役等は、各統括部門の求めに
応じ、定期的に業績及び事業戦略の遂行状況を報告します。

- 当社は、SBU統括会社の取締役等と、定期的に経営状況の共有を図るほか、随時当社グループの経営にか
かわる方針の協議を行います。

- 当社は、当社グループの子会社管理を体系的に定める「リクルートグループグループマネジメント規程」を
定め、これに基づき、当社子会社に対し、重要事項について当社の決裁を得ること又は当社の関連部署との
事前確認又は事後報告を義務付けます。

⑦ 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
- 当社は、当社の監査役の職務を補助する者として「監査役補佐担当」を任命し、正式に人事発令を行いま
す。

⑧ 前号の使用人の当社の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
- 当社の監査役補佐担当は、監査役の職務を補助するに際しては、監査役の指揮命令にのみ従うものとし、そ
の任命、異動、評価及び懲戒については、当社の監査役又は監査役会の意見を尊重するものとしています。

⑨ 当社の監査役への報告に関する体制
- 当社の役職員等及び会計監査人は、監査役に次に定める事項を報告します。報告の方法については、会議、
面談、電話又は電子メール等により随時報告できるように体制を整備します。
・経営状況として重要な事項
・会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項
・内部監査状況及びリスク管理に関する重要な事項
・重大な法令及び定款違反
・その他内部統制上重要な事項

- 当社の監査役及び内部監査所管部署は、SBU統括会社やその配下会社の取締役又は監査役と随時連携し、
定期的に情報共有します。

⑩ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
- 当社は、「リクルートグループコンプライアンス規程」において、誠実に通報したことを理由に、通報者に
対し解雇又は不当な配置転換等の不利益な処遇をしてはならないことを定めます。

⑪ 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる
費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
- 当社は、当社監査役が職務の執行上必要としてあらかじめ予算を計上した費用について負担するほか、当社
監査役は、緊急又は臨時に要する費用についても当社に請求することができ、当社はこれを負担します。

⑫ その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
- 当社の監査役及び監査役会は、当社の代表取締役社長 兼 CEO及び会計監査人とそれぞれ定期的に意見交
換会を開催します。
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2 内部統制システムの運用状況の概要
当社グループでは、上記決議内容に基づく内部統制システムの整備について、内部監査所管部署により点検を行
い、その適切な運用に努めています。

当事業年度における運用状況のうち主なものは、以下のとおりです。

① コンプライアンスに関する取組み
a.「リクルートグループ倫理綱領」及び「リクルートグループコンプライアンス規程」のほか、情報管理及びイン
サイダー取引防止等のグループ共通の規程に基づき、役職員等に対し、コンプライアンスに関する教育を実
施し、浸透を図っています。

b.「リクルートグループコンプライアンス規程」に基づき、当社及び当社子会社において、法令違反及び不正行
為の未然防止を目的とした通報・相談窓口を設置しています。同規程において、通報及び相談によって社内
で不利益な処遇を受けることがないことを定めています。当社窓口への通報及び相談の状況については、定
期的に取締役会への報告を実施しました。

c. 当社管理部門及び当社子会社より収集した情報を基に、当社グループのコンプライアンスの状況についてコ
ンプライアンス委員会で審議の上、当社グループにおいて実施すべき施策を決定し、施策及び実行状況につ
き取締役会への報告を実施しました。決定された方針に基づき、各SBUにおいてもSBUコンプライアンス
委員会を開催しました。

d. 内部監査については、代表取締役社長兼CEO直轄の内部監査所管部署が、取締役会が承認した年間計画に
基づき、当社各部門及び当社子会社について監査を行い、代表取締役社長及び取締役会への報告を実施しま
した。

② リスクマネジメントに関する取組み
a. 当社グループのリスク管理の目的、体制及び手法を定めた「リクルートグループリスクマネジメント規程」並
びに危機発生時に迅速に報告及び情報共有を行うことを目的とした「リクルートグループエスカレーション
細則」について、社内イントラネットへの掲示等により周知を図っています。

b.「リクルートグループリスクマネジメント規程」に基づき、各SBUにおいて、SBUリスクマネジメント委員
会を開催しました。当社は、これらの委員会及び当社管理部門より収集した情報を基に、当社グループのリ
スク抽出及びその対応策についてリスクマネジメント委員会で決定の上、重点的に取組むべきリスクについ
て取締役会に報告しました。対応の進捗についても同様のプロセスで確認を実施しました。

③ 職務執行の適正性及び効率性に関する取組み
a. 当事業年度は当社取締役会を13回開催し、法令及び定款で定められた専決事項の決議に加え、経営理念、
コーポレート・ガバナンス体制並びに連結業績及び当社グループのレピュテーションに大きな影響を与えう
る業務執行の決定を実施しました。

b. 当事業年度は当社CEOの諮問機関である経営戦略会議を16回開催し、各事業部門の執行状況を把握すると
ともに、取締役会から委任を受けた重要事項について協議し、当社CEOによる機動的な決定を実施しまし
た。

④ 関係会社管理
a.「リクルートグループグループマネジメント規程」等に基づき、子会社に関する重要事項について、当社が決
裁し又は当社子会社より事後報告を受けました。

b. 取締役会において、当社グループの月次業績が報告され、当社グループの経営目標の進捗状況、経営課題及
びその対応策について確認し、審議を実施しました。

⑤ 監査役監査体制
a. 監査役への報告については、監査役が当社の重要な会議体へ出席する機会を確保することで、これらの会議
を通じた監査役への報告及び情報提供を実施しました。
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b. 監査役は、子会社の監査役又は監査担当取締役、当社の内部監査所管部署及び会計監査人等と定期的に情報
共有会を開催するほか、当社執行役員から業績、事業の運営状況及び内部統制の整備等について報告を受け
ること等により、監査の実効性を高めています。

c. 代表取締役社長兼CEOと監査役の間での意見交換会を定期的に開催しました。
d. 当社は、監査役の職務を補助する1名の監査役補佐担当を置き、当該従業員の任命、異動、評価及び懲戒に
関しては監査役会の意見を尊重する等、取締役からの独立性を確保しています。
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連結持分変動計算書（2021年4月1日から2022年3月31日まで）
（単位: 百万円）

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

株式報酬
在外営業
活動体の
換算差額

キャッシュ・
フロー・
ヘッジの
公正価値の
変動額の
有効部分

2021年4月1日残高 40,000 17,422 1,201,573 △180,148 8,987 3,548 187
当期利益 296,833
その他の包括利益 98,361 △134

当期包括利益 － － 296,833 － － 98,361 △134
その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替 809

自己株式の取得 △64 △124,503
自己株式の処分 3,282 6,194 △9,072
配当金 △34,316
株式報酬取引 34,767
非支配株主との取引
その他の増減 47
所有者との取引額等合計 － 3,218 △33,459 △118,308 25,694 － －
2022年3月31日残高 40,000 20,640 1,464,947 △298,457 34,682 101,909 52

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

その他の資本の構成要素

合計

その他の
包括利益
を通じて
測定する
金融資産の
公正価値の
純変動

確定給付型
退職給付
制度の
再測定額

合計

2021年4月1日残高 － － 12,723 1,091,571 9,717 1,101,289
当期利益 － 296,833 889 297,722
その他の包括利益 1,189 △380 99,036 99,036 484 99,521
当期包括利益 1,189 △380 99,036 395,869 1,374 397,243
その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替 △1,189 380 △809 － －

自己株式の取得 － △124,568 △124,568
自己株式の処分 △9,072 404 404
配当金 － △34,316 △501 △34,817
株式報酬取引 34,767 34,767 34,767
非支配株主との取引 － － 1,928 1,928
その他の増減 － 47 47
所有者との取引額等合計 △1,189 380 24,885 △123,665 1,427 △122,237
2022年3月31日残高 － － 136,644 1,363,776 12,518 1,376,294
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連結注記表
(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)
1 連結計算書類の作成基準
連結計算書類は、会社計算規則第120条第1項の規定により、国際会計基準 (以下「IFRS」) に準拠して作成していま
す。なお、同項後段の規定により、IFRSで求められている開示項目の一部を省略しています。

2 連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
連結子会社の数 271社
主要な連結子会社の名称
RGF OHR USA, INC.
Indeed, Inc.
Glassdoor, Inc.
㈱リクルート
RGF Staffing B.V.
㈱リクルートスタッフィング
㈱スタッフサービス・ホールディングス
RGF Staffing France SAS
RGF Staffing Germany GmbH
RGF Staffing the Netherlands B.V.
RGF Staffing UK Limited
Unique NV
Staffmark Group, LLC
The CSI Companies, Inc.
Chandler Macleod Group Limited

3 持分法の適用に関する事項
持分法を適用した関連会社の状況
持分法を適用した関連会社の数 8社
主要な会社等の名称
51job, Inc.
㈱カオナビ

4 重要な会計方針
(1) 金融商品の評価基準及び評価方法
① 金融資産
a. 金融資産の認識、分類及び測定
金融資産は、当社グループが金融商品の契約上の当事者になった時点で認識しています。当社グループは、
すべての金融資産を当初認識時に公正価値で測定し、償却原価で測定する金融資産及びその他の包括利益を
通じて公正価値で測定する金融資産(FVTOCI金融資産)又は純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
(FVTPL金融資産)に分類しています。

(a) 償却原価で測定する金融資産
当社グループは、以下の条件を満たす金融資産を、償却原価で測定する金融資産に分類しています。
・契約上のキャッシュ・フローの回収を保有目的とする事業モデルに基づいて、資産を保有していること
・金融資産の契約条件により、特定の日に元本及び元本残高に対する利息の支払いのみのキャッシュ・フ
ローが生じること
償却原価で測定する金融資産は、公正価値に取引費用を加算して当初認識し、当初認識後は実効金利法に
よる償却原価から減損損失を控除した金額で認識しています。また、利息収益及び認識の中止に係る利得
又は損失及び減損損失は金融損益として認識しています。
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(b) FVTOCI金融資産
i. FVTOCI負債性金融資産
当社グループは、以下の条件を満たす負債性金融資産を、その他の包括利益を通じて公正価値で測定す
るFVTOCI負債性金融資産に分類しています。
・契約上のキャッシュ・フローの回収と売却の両方によって目的が達成する事業モデルに基づいて、資
産を保有していること

・金融資産の契約条件により、特定の日に元本及び元本残高に対する利息の支払いのみのキャッシュ・
フローが生じること
FVTOCI負債性金融資産は、公正価値に取引費用を加算して当初認識し、当初認識後の公正価値の変動
(減損損失を除く)をその他の包括利益において認識し、その累計額は認識の中止を行う際に純損益に組替
調整額として振替えています。また、利息収益及び認識の中止に係る利得又は損失及び減損損失は金融
損益として認識しています。

ⅱ. FVTOCI資本性金融資産
当社グループは、公正価値で測定する金融資産のうち、当初認識時に事後の公正価値の変動をその他の
包括利益に表示するという取消不能な選択をした資本性金融資産については、その他の包括利益を通じ
て公正価値で測定するFVTOCI資本性金融資産に分類しています。なお、当社グループは、原則として
すべての資本性金融資産をFVTOCI資本性金融資産に指定しています。FVTOCI資本性金融資産は、公
正価値に取引費用を加算して当初認識しています。当初認識後の公正価値の変動及び認識の中止に係る
利得又は損失はその他の包括利益として認識し、その累計額はその他の資本の構成要素に認識後、直ち
に利益剰余金に振替えています。FVTOCI資本性金融資産に係る受取配当金は、当該配当金が明らかに
投資の取得原価の回収を示している場合を除いて、配当受領権が確定した時点で金融収益として認識し
ています。

(c) FVTPL金融資産
当社グループは、上記の償却原価で測定する金融資産又はFVTOCI負債性金融資産に分類されない負債性
金融資産及びデリバティブを、FVTPL金融資産に分類しています。FVTPL金融資産は、公正価値で当初認
識し、当初認識後の公正価値の変動及び売却損益は金融損益として認識しています。

b. 金融資産の減損
当社グループは、償却原価で測定する金融資産又はFVTOCI負債性金融資産について、予想信用損失に基づ
き損失評価引当金を認識しています。当社グループは、報告期間の末日ごとに、金融資産に係る信用リスク
が当初認識以降に著しく増大しているかどうかを評価しています。金融資産に係る信用リスクが当初認識以
降に著しく増大している場合には、当該金融資産に係る損失評価引当金を全期間の予想信用損失に等しい金
額で測定し、著しく増加していない場合には、12ヶ月の予想信用損失に等しい金額で測定しています。信用
リスクが著しく増加しているか否かは、デフォルトリスクの変化に基づいて測定しています。但し、重大な
金融要素を含んでいない営業債権については、信用リスクの増減にかかわらず、全期間の予想信用損失を簡
便的に過去の信用損失の実績等に基づき測定しています。

c. 認識の中止
当社グループは、金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅したか、あるいは、
金融資産が譲渡され、その金融資産の所有に係るリスク及び経済価値のほとんどすべてが移転した場合に、
当該金融資産の認識を中止しています。移転した金融資産に関して当社グループが創出した又は当社グルー
プが引き続き保有する持分については、別個の資産・負債として認識しています。
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② 金融負債
a. 金融負債の認識、分類及び測定
金融負債は、当社グループが金融商品の契約上の当事者になった時点で認識しています。当社グループは、
すべての金融負債を当初認識時に公正価値で測定し、償却原価で測定する金融負債、又は純損益を通じて公
正価値で測定する金融負債(FVTPL金融負債)に分類しています。

(a) 償却原価で測定する金融負債
当社グループは、以下のものを除くすべての金融負債を、償却原価で測定する金融負債に分類しています。
・FVTPL金融負債(デリバティブ負債を含む)
・金融保証契約
・企業結合において認識した条件付対価
償却原価で測定する金融負債は、公正価値に取引費用を減算して当初認識し、当初認識後は実効金利法

による償却原価で認識しています。

(b) FVTPL金融負債
FVTPL金融負債は、公正価値で当初認識し、当初認識後の変動はヘッジ会計の要件を満たしている場合を
除き、金融損益として認識しています。

b. 認識の中止
当社グループは、金融負債の義務が履行されたか、免除された又は失効した場合に当該金融負債の認識を中
止しています。

③ 金融商品の相殺
金融資産と金融負債は、認識された金額を相殺する強制可能な法的権利が現時点で存在し、且つ純額ベースで
決済するか又は資産を実現すると同時に負債を決済する意図が存在する場合にのみ相殺し、連結財政状態計算
書において純額で認識しています。

④ デリバティブ及びヘッジ会計
a. デリバティブ
当社グループは、金利及び為替レートの変動によるリスクに対処する目的で、金利スワップ、通貨スワップ
及び先物為替予約等のデリバティブ契約を締結しています。これらのデリバティブは、契約が締結された日
の公正価値で資産又は負債として当初認識し、当初認識後は報告期間の末日の公正価値で測定しています。
デリバティブの公正価値の変動額(デリバティブ評価損益)は、ヘッジ会計を適用していない場合は、直ちに純
損益として認識しています。なお、為替レートの変動によるリスクに対処する目的のデリバティブの公正価
値の変動額は、連結損益計算書において外貨建貨幣性項目の為替レートの変動により生じる為替差額(為替差
損益)と相殺して表示しています。

b. ヘッジ会計
当社グループは、ヘッジ関係がヘッジ会計の要件を満たしている場合において一部のデリバティブをキャッ
シュ・フロー・ヘッジとして会計処理をしています。デリバティブの公正価値の変動額のうちキャッシュ・
フロー・ヘッジの有効部分はその他の包括利益として認識し、その累計額をその他の資本の構成要素として
認識しています。その他の資本の構成要素として認識された金額は、ヘッジ対象が純損益として認識される
場合に、その影響を相殺するよう純損益に振替えています。また、キャッシュ・フロー・ヘッジの非有効部
分は直ちに純損益で認識しています。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
有形固定資産の測定には原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金
額で測定しています。取得原価には、資産の取得に直接関連する費用、解体、除却及び原状回復費用の見積額
を含めています。減価償却費は、償却可能価額を各構成要素の耐用年数にわたり定額法により算定しています。
減価償却方法、耐用年数及び残存価額は各年度末に見直しを行い、変更がある場合には、会計上の見積りの変
更として、見積りを変更した期間及び将来に向かって適用しています。主な耐用年数は以下のとおりです。
・建物及び構築物: 2年～50年
・工具、器具及び備品: 2年～20年
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② 無形資産
無形資産の測定には原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で測定
しています。個別に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定しています。また、のれんとは別に企
業結合で取得した識別可能な無形資産は、支配獲得日の公正価値で測定しています。

研究活動から生じた支出は、発生時に費用計上しています。開発活動から生じた支出は、以下のすべてを立証
できる場合に限り、資産計上しています。
・使用又は売却できるように無形資産を完成させることの技術上の実行可能性
・無形資産を完成させ、更にそれを使用又は売却するという企業の意図
・無形資産を使用又は売却する能力
・無形資産が可能性の高い将来の経済的便益を創出する方法
・無形資産の開発を完成させ、更にそれを使用又は売却するために必要となる、適切な技術上、財務上及びそ
の他の資源の利用可能性

・開発期間中に無形資産に起因する支出を、信頼性をもって測定できる能力

耐用年数を確定できる無形資産の償却費は、償却可能価額を耐用年数にわたり定額法により算定しています。
償却方法及び耐用年数は各年度末に見直しを行い、変更がある場合には、会計上の見積りの変更として、見積
りを変更した期間及び将来に向かって適用しています。なお、耐用年数を確定できない無形資産については償
却を行っていません。主な耐用年数は以下のとおりです。
・ソフトウエア: 5年
・顧客関連資産: 2年～15年

③ リース
使用権資産の測定には原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額
で測定しています。取得原価には、リースの開始日におけるリース負債の当初測定額に前払リース料からリー
ス・インセンティブを控除したものを調整し、リース契約に基づき要求される原状回復義務等のコストを含め
ています。また、使用権資産に係る減価償却費は、リース期間にわたり定額法により算定しています。リース
期間は、リースの延長・解約オプションの行使の可能性に影響を与えるような重大な事象又は状況の重大な変
化が生じたとき等に見直しを行い、変更がある場合にはリース負債を再測定し、原則として使用権資産の金額
を調整しています。なお、少額資産のリースについては、使用権資産及びリース負債を認識しないことを選択
しています。

(3) 重要な引当金の計上基準
当社グループは、過去の事象の結果として現在の債務(法的債務又は推定的債務)を有しており、当該債務を決済す
るために経済的便益を有する資源の流出が必要となる可能性が高く、且つ当該債務の金額について信頼できる見
積りが可能である場合に引当金を認識しています。貨幣の時間価値が重要な場合には、決済のために要すると見
積もられた支出額の現在価値で測定しています。現在価値の算定には、貨幣の時間価値の現在の市場評価とその
負債に固有のリスクを反映した税引前の割引率を用いています。

(4) 収益の計上基準
当社グループでは、以下の5ステップアプローチに基づき、収益を認識しています。なお、各事業の収益認識の詳
細は、「(収益認識に関する注記)」に記載しています。
ステップ1: 顧客との契約を識別します。
ステップ2: 契約における履行義務を識別します。
ステップ3: 取引価格を算定します。
ステップ4: 取引価格を契約における履行義務に配分します。
ステップ5: 履行義務を充足した時点で(又は充足するにつれて)収益を認識します。
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(5) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
① 有形固定資産及び無形資産の減損
当社グループでは、決算日に有形固定資産及び耐用年数が確定できる無形資産が減損している可能性を示して
いるか否かを判定し、減損の兆候がある場合には、当該資産又は資金生成単位の回収可能価額に基づき減損テ
ストを実施しています。耐用年数が確定できない無形資産及び未だ利用可能でない無形資産は、償却を行わず、
減損の兆候の有無にかかわらず年に一度、又は減損の兆候がある場合はその都度、減損テストを実施していま
す。

回収可能価額は、処分コスト控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い方で測定しています。使用価値は、
見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間価値及びその資産の固有のリスクを反映した税引前の割引率を用い
て現在価値に割り引いて算定しています。個々の資産又は資金生成単位の回収可能価額が帳簿価額を下回る場
合には、その帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失を純損益(その他の営業費用)に認識しています。

過年度に減損損失を認識した有形固定資産及び無形資産については、決算日において、減損の戻入れの兆候の
有無を判定しています。減損の戻入れの兆候があり、個々の資産又は資金生成単位の回収可能価額が帳簿価額
を上回る場合には、回収可能価額と過年度に減損損失が認識されていなかった場合の償却又は減価償却控除後
の帳簿価額とのいずれか低い方を上限として、減損損失の戻入れを認識しています。

② のれん
のれんは取得原価から減損損失累計額を控除した金額で測定しています。のれんは、企業結合によるシナジー
から便益を享受できると期待される資金生成単位又は資金生成単位グループに配分しています。のれんが配分
される資金生成単位又は資金生成単位グループについては、のれんが内部管理目的で監視される最小レベルの
単位に基づき決定し、事業セグメントの範囲内となっています。

当社グループは、各年度の一定の時期及び配分された資金生成単位又は資金生成単位グループに減損の兆候が
ある場合にはその時点で、減損テストを実施しています。減損テストにおいて資金生成単位又は資金生成単位
グループの回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、その差額を、原則として減損損失として認識します。
減損損失は、資金生成単位又は資金生成単位グループに配分されたのれんの帳簿価額から減額し、次に資金生
成単位又は資金生成単位グループにおけるその他の資産の帳簿価額の比例割合に応じて各資産の帳簿価額から
減額しています。のれんの減損損失は純損益(その他の営業費用)に認識し、その後の期間に戻入れは行っていま
せん。

③ 退職後給付
当社グループは、従業員の退職給付制度として、確定拠出制度及び確定給付制度を設けています。
a. 確定拠出制度
確定拠出型の退職給付に係る費用は、従業員が役務を提供した期間に純損益として認識しています。

b. 確定給付制度
確定給付制度債務の現在価値及び関連する当期勤務費用並びに過去勤務費用を、予測単位積増方式を使用し
て制度ごとに個別に算定し、費用として認識しています。割引率は、将来の毎年度の給付支払い見込み日ま
での期間を基に割引期間を設定し、割引期間に対応した決算日時点の優良社債の利回りに基づき算定してい
ます。また、確定給付負債の純額に係る利息の純額は、売上原価又は販売費及び一般管理費として計上して
います。当期に発生した確定給付負債の純額の再測定額はその他の包括利益として認識し、その累計額はそ
の他の資本の構成要素に認識後、直ちに利益剰余金に振替えています。
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④ 外国為替レート変動の影響
当社の連結計算書類は、各社の機能通貨に基づく財務諸表を基礎に作成しています。

外貨建取引は、取引日における直物為替レートを適用することにより、当社グループの各機能通貨に換算して
います。外貨建の貨幣性資産及び負債は、決算日の直物為替レートにより機能通貨に換算しています。取得原
価で測定している外貨建非貨幣性項目は、当初取引日における為替レートで機能通貨に換算しています。公正
価値で測定している外貨建非貨幣性項目は、当該公正価値の測定日における直物為替レートで機能通貨に換算
しています。当該換算及び決済により生じる換算差額は純損益として認識しています。但し、非貨幣性項目に
係る利益又は損失がその他の包括利益に計上される場合は、為替差額もその他の包括利益に計上しています。

在外営業活動体の資産及び負債は、決算日の直物為替レートにより、収益及び費用は、取引日の直物為替レー
ト又はそれに近似するレートで換算しています。その換算差額はその他の包括利益として認識しています。在
外営業活動体が処分された場合には、当該営業活動体に関連する累積換算差額を処分時に純損益として認識し
ています。

⑤ 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

(表示方法の変更に関する注記)
連結財政状態計算書関係
前連結会計年度において、流動資産のその他の金融資産に含めて表示していた未収入金は、金額的重要性が増したた
め、当連結会計年度より営業債権及びその他の債権に含めて表示しています。この表示方法の変更を反映させるため、
前連結会計年度において、流動資産のその他の金融資産に含めて表示していた36,270百万円は、営業債権及びその他
の債権として組み替えています。

(会計上の見積りに関する注記)
連結計算書類の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす
判断、会計上の見積り及び仮定の設定を行っています。見積り及び仮定は、過去の実績や、合理的だと考えられる
様々な要因に基づく経営者の最善の判断に基づいています。しかし実際の結果は、その性質上、見積り及び仮定と異
なることがあります。見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しています。これらの見積りの見直しによる影
響は、当該見積りを見直した期間及び将来の期間において認識しています。連結計算書類で認識する金額に重要な影
響を与える見積り及び仮定は、以下のとおりです。

1 金融商品の公正価値の測定方法
特定の金融商品の公正価値は、観察不能なインプットを含む評価技法に基づき算定されています。観察不能なイ
ンプットは、将来の不確実な経済条件の変動によって影響を受ける可能性があります。当連結会計年度の金額は、
連結財政状態計算書の「その他の金融資産」に含まれています。

2 有形固定資産、のれん及び無形資産の減損
当社グループは、有形固定資産、のれん及び無形資産について、「(連結計算書類作成のための基本となる重要な
事項に関する注記等)の4 重要な会計方針(5)①及び②」に従って、減損テストを実施しています。減損テストに
おける回収可能価額は、将来キャッシュ・フロー予測に含まれる成長率や割引率等の仮定に基づいて算定されて
います。これらの仮定は、経営者の最善の見積りと判断により決定されますが、将来の不確実な経済条件の変動
によって影響を受ける可能性があります。当連結会計年度の金額は、連結財政状態計算書の「有形固定資産」、
「のれん」及び「無形資産」に計上されているとおりです。なお、のれん及び無形資産の詳細は「(のれん及び無
形資産に関する注記)」に記載しています。

3 確定給付制度債務の評価
当社グループは、退職給付制度として確定給付制度を設けています。当該制度に係る確定給付制度債務の現在価
値及び関連する勤務費用等は、割引率や死亡率等の数理計算上の仮定に基づいて算定されています。これらの仮
定は、経営者の最善の見積りと判断により決定されますが、将来の不確実な経済条件の変動によって影響を受け
る可能性があります。当連結会計年度の金額は、連結財政状態計算書の「退職給付に係る負債」に計上されてい
るとおりです。
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4 繰延税金資産の回収可能性
繰延税金資産は、将来減算一時差異、未使用の繰越税額控除及び税務上の繰越欠損金について、それらを回収で
きる課税所得が生じると見込まれる時期及び金額に基づき算定されています。課税所得が生じると見込まれる時
期及び金額は、経営者の最善の見積りと判断により決定されますが、将来の不確実な経済条件の変動によって影
響を受ける可能性があります。当連結会計年度の金額は、連結財政状態計算書の「繰延税金資産」に計上されて
いるとおりです。

(連結財政状態計算書に関する注記)
1 資産から直接控除した損失評価引当金

営業債権及びその他の債権 11,471百万円
その他の金融資産 532百万円

2 有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 113,481百万円

3 使用権資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 98,375百万円

(連結持分変動計算書に関する注記)
1 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数
普通株式…………………………………………………………… 1,695,960,030株

2 当連結会計年度の末日における自己株式の種類及び株式数
普通株式…………………………………………………………… 86,686,390株
(注) 当社は、「役員報酬BIP信託」及び「株式付与ESOP信託」を導入しています。当連結会計年度の自己株式数

には、当該信託が保有する当社株式12,738,818株を含めています。

3 配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決議 配当の原資 配当金の総額
(百万円)

1株当たり配当額
(円) 基準日 効力発生日

2021年5月17日
取締役会
(注1)

利益剰余金 17,173 10.5 2021年3月31日 2021年6月18日

2021年11月15日
取締役会
(注2)

利益剰余金 17,309 10.5 2021年9月30日 2021年12月10日

(注1)配当金の総額には、役員報酬BIP信託が所有する当社株式に対する配当金14百万円が含まれています。
(注2)配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が所有する当社株式に対する配当金152百万円が含ま

れています。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 配当の原資 配当金の総額
(百万円)

1株当たり配当額
(円) 基準日 効力発生日

2022年5月16日
取締役会
(注)

利益剰余金 17,031 10.5 2022年3月31日 2022年6月22日

(注)配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が所有する当社株式に対する配当金133百万円が含ま
れています。

4 当連結会計年度の末日における新株予約権(権利行使期間の初日が到来していないもの
を除く。)の目的となる株式の種類及び数
普通株式…………………………………………………………… 2,243,600株
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(のれん及び無形資産に関する注記)
1 重要な無形資産
無形資産のうち、重要なものは、RGF Staffing B.V.の株式取得により発生した顧客関連資産(当連結会計年度
39,963百万円)であり、当連結会計年度における残存償却期間は、8年です。

2 のれんの減損テスト
当社グループは、概ね独立したキャッシュ・インフローを生み出す最小の資金生成単位でグルーピングを行ってお
り、原則として、経営管理上の事業区分を考慮しています。また、企業結合のシナジーから便益を得ることが見込
まれる資金生成単位又は資金生成単位グループに対して、のれんを配分しています。

HRテクノロジー事業では、各社間におけるシナジーから便益を得ることが見込まれており、それを考慮してのれん
を内部管理目的でモニタリングしていることから、HRテクノロジー事業全体を単一の資金生成単位として減損テス
トを実施しています。人材派遣事業では、各社特有の事業環境があることなどを考慮して、原則として各社を資金
生成単位又は資金生成単位グループとして減損テストを実施しています。各資金生成単位又は資金生成単位グルー
プののれんの残高は以下のとおりです。

(単位: 百万円)

報告セグメント
資金生成単位
又は

資金生成単位グループ
金額

HRテクノロジー HRテクノロジー事業 227,099

人材派遣
RGF Staffing B.V. 158,049

その他各社 50,869

合計 436,017
なお、当社における重要なのれんは、HRテクノロジー事業に関連するもの及びRGF Staffing B.V.の株式取得によ
り発生したものです。

当社グループは、のれんは減損の兆候の有無にかかわらず年に一度、又は減損の兆候がある場合はその都度、減損
テストを実施しています。

のれんの減損損失は、資金生成単位又は資金生成単位グループの回収可能価額が帳簿価額を下回った場合に認識し
ています。回収可能価額は使用価値により算定しています。使用価値は、各資金生成単位又は資金生成単位グルー
プにおいて経営者によって承認された事業計画に基づく5年間の税引前の将来キャッシュ・フロー予測等を現在価値
に割り引いて算定しています。

5年間の将来キャッシュ・フロー予測は、業界の将来の趨勢に関する経営者の評価と過去のデータを反映したものに
加え、市場成長率を含む外部情報及び内部情報に基づき作成しています。将来キャッシュ・フロー予測が対象とし
ている期間を超える期間については、資金生成単位又は資金生成単位グループの属する国、産業の状況を勘案して
決定した保守的な成長率を用いて予測した将来キャッシュ・フローを現在価値に割り引いて、継続価値を算定して
います。割引率(税引前)は加重平均資本コストを基礎とし、貨幣の時間価値及びその資産の固有のリスクを考慮して
算出しています。
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(収益認識に関する注記)
(1) 分解した収益とセグメント収益の関連
当連結会計年度における主要な財・サービスのライン及びセグメント収益の関連は以下のとおりです。

(単位: 百万円)

金額

HRテクノロジー 861,400

メディア&ソリューション 658,616

販促 396,548

人材 249,358

その他/消去 12,709

人材派遣 1,378,492

日本 604,943

欧州、米国及び豪州 773,549

全社/消去 △26,804

合計 2,871,705

メディア&ソリューション事業配下の国内中核事業会社・機能会社7社の統合と組織再編に伴い、当連結会計年度
より事業戦略とそれを推進する新たな経営体制に合わせて、当事業における住宅、美容等の各事業分野の売上収
益を集約して表示しています。

当社グループはHRテクノロジー事業、メディア&ソリューション事業及び人材派遣事業の3つの事業を当社の取締
役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対象としていることから、これら3事
業で売上収益を計上しています。

これらの事業から生じる収益は顧客との契約に従い計上しており、売上収益に含まれる変動対価等の金額に重要
性はありません。また、約束した対価の金額に含まれている重要な金融要素はありません。

① HRテクノロジー事業
オンライン求人情報プラットフォーム及び企業情報サイトを運営し、個人ユーザーの求職活動及び顧客の求人
活動を支援するサービスを提供することで、顧客より対価を得ています。オンライン求人情報専門検索サイト
において、顧客は有料広告を出稿し、個人ユーザーが有料広告を通じて当該顧客の求人情報にアクセスした時
点で当該履行義務は充足されるため、同時点で収益を認識しています。

② メディア&ソリューション事業
販促領域
住宅、美容、旅行、結婚及び飲食等に関する情報を、当社グループが運営するインターネットサイトや情報誌
に掲載し、サービス利用・商品購入を検討する個人ユーザーへ提供することで、顧客より広告掲載料を得てい
ます。
インターネットサイトへの広告掲載については、期間保証型の広告サービスについて、契約で定められた期間
にわたり、広告を掲示する義務を負っています。当該履行義務は時の経過につれて充足されるため、当該契約
期間に応じて均等按分し収益を認識しています。

情報誌への広告掲載サービスについては、契約に基づき顧客に対し、掲載期間を定めない広告関連サービスを
提供しており、特定の紙面に広告を掲載する義務を負っています。そのため、情報誌の発売日(発行日)におい
て、広告が掲載された情報誌が店頭に陳列され、消費者が購入・閲覧可能、もしくは読者に情報誌が到着した
時点が履行義務の充足時点となると判断し、同時点で収益を認識しています。

人材領域
当社グループは、社員の中途採用を希望する顧客に対し、求める人材要件を整理した上で、職務経歴・スキ
ル・志向の合った候補者を選定し、転職希望者を紹介する人材紹介サービスを提供しています。当社グループ
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は、紹介した転職希望者の入社をもって、顧客から紹介料を得ています。人材紹介サービスについては、契約
に基づき個々の採用の成立に関するサービスの提供を行う義務を負っています。当該履行義務は、個々の入社
時点で充足されるため、同時点で収益を認識しています。

また、新卒社員・中途社員等の採用を希望する顧客に対して、当社グループが運営するインターネットサイト
や情報誌への広告掲載により募集から採用までの活動を支援することで、顧客より広告掲載料を得ています。
インターネットサイトへの広告掲載については、期間保証型の広告サービスについて、契約で定められた期間
にわたり、広告を掲示する義務を負っています。当該履行義務は時の経過につれて充足されるため、当該契約
期間に応じて均等按分し収益を認識しています。

情報誌への広告掲載サービスについては、契約に基づき顧客に対し、掲載期間を定めない広告関連サービスを
提供しており、特定の紙面に広告を掲載する義務を負っています。そのため、情報誌の発売日(発行日)におい
て、広告が掲載された情報誌が店頭に陳列され、消費者が購入・閲覧可能、もしくは読者に情報誌が到着した
時点が履行義務の充足時点となると判断し、同時点で収益を認識しています。

複数サービスのセット販売や複数回掲載のセット販売については、契約開始時に履行義務の基礎となるそれぞ
れのサービスの独立販売価格を算定し、取引価格をその独立販売価格の比率でそれぞれの履行義務に配分して
います。

値引きについては、独立販売価格の比率でそれぞれの履行義務に配分しています。

③ 人材派遣事業
当社グループは、事務職、製造業務・軽作業、各種専門職等の人材を顧客に派遣する人材派遣サービスを提供
しています。人材派遣サービスについては、契約に基づき労働力を提供する義務を負っています。
当該履行義務は、派遣スタッフによる労働力の提供に応じて充足されると判断し、派遣スタッフの派遣期間に
おける稼動実績に応じて収益を認識しています。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
当社グループは、実務上の便法を使用し、個別の予想契約期間が1年内の契約及び履行したサービスに応じて請求
する権利を有する金額で収益を認識する契約については、開示を省略しています。なお、当社グループにおいて
は、個別の予想契約期間が1年を超える重要な取引はありません。
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(金融商品に関する注記)
1 金融商品の状況に関する事項
当社グループは、経営活動を行う過程において、財務上のリスク(信用リスク・流動性リスク・為替リスク・金利リ
スク・価格リスク)に晒されています。そのため、財務上のリスクのモニタリングを行い、リスクを回避又は低減す
るための対応を必要に応じて実施しています。

また、当社グループは、デリバティブ取引を為替リスク又は金利リスクを回避するために利用しており、投機的な
取引は行わない方針です。

(1) 信用リスク
当社グループの営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。
当社グループは、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図るため、新規取引先等の審査を行って
います。また、営業債権については、取引先ごとに期日及び残高の管理を行い、主要な取引先については、状況
を定期的にモニタリングしています。また、カウンターパーティリスクを軽減するために、格付の高い金融機関
とのみ取引を行っています。

なお、当社グループでは特定の相手先に対する過度に集中した信用リスクはありません。

(2) 流動性リスク
当社グループは、各社が適宜に資金繰り計画を作成・更新し収支の状況に応じた手元流動性を確保すること、キ
ャッシュプーリングの仕組みを通じてグループファイナンスを実現すること等により、流動性リスクを管理して
います。また、当社グループは流動性リスクへの更なる備えとして、取引金融機関とコミットメントライン契約
を締結しております。

(3) 市場リスク
① 為替リスク
当社グループの活動は、為替レートの急激な変動によるリスクに晒されています。
なお、一部の外貨建債権債務については、個別の案件ごとに為替の変動リスクをヘッジしています。

② 金利リスク
借入金の使途は、運転資金及び投資資金であり、大部分が変動金利であるため金利の変動リスクに晒されてい
ます。
借入金に係る金利の変動リスクについては、スワップ取引等を利用して利息の一部もしくは全部を固定化して
います。

③ 価格リスク
当社グループは、資本性金融商品から生じる市場価格の変動リスクに晒されています。
資本性金融商品については、定期的に市場価格や発行体の財務状況等を把握し、発行体との関係性を勘案しな
がら保有状況を継続的に見直しています。

2 金融商品の公正価値及び公正価値のレベルごとの内訳等に関する事項
(1) 公正価値の測定方法
資産
現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権については、短期間で決済されるものであり、帳簿価額が公正
価値に近似しています。その他の金融資産の公正価値は以下を除き、将来キャッシュ・フローを、資産の残存期
間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しており、帳簿価額は公正価値に近似してい
ます。

資本性金融資産
資本性金融資産のうち活発な市場が存在する銘柄の公正価値は、市場価格に基づいて算定しています。活発な
市場が存在しない銘柄の公正価値は、主に直近の独立した第三者間の取引価格に基づいて評価しています。

デリバティブ資産
デリバティブ資産の公正価値は、取引金融機関から提示された価格に基づいて算定しています。
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負債
営業債務及びその他の債務、短期借入金については、短期間で決済されるものであり、帳簿価額が公正価値に近
似しています。長期借入金の公正価値は、将来キャッシュ・フローを、新規に同様に借入を行った場合に想定さ
れる利率で割り引いた現在価値により算定しています。社債の公正価値は、市場価格を参照して算定しています。
その他の金融負債の公正価値は以下を除き、将来キャッシュ・フローを、負債の残存期間及び信用リスクを加味
した利率で割り引いた現在価値により算定しており、帳簿価額は公正価値に近似しています。

デリバティブ負債
デリバティブ負債の公正価値は、取引金融機関から提示された価格に基づいて算定しています。

(2) 公正価値ヒエラルキー
当社グループにおける公正価値の測定レベルは、市場における観察可能性に応じて次の3つに区分しています。
レベル1: 活発に取引される市場で公表価格により測定された公正価値
レベル2: レベル1以外の、観察可能な価格を直接、又は間接的に使用して算定された公正価値
レベル3: 重要となる観察不能なインプットを含む評価技法から算定された公正価値

公正価値測定に複数のインプットを使用している場合には、その公正価値測定の全体において重要な最も低いレ
ベルのインプットに基づいて公正価値のレベルを決定しています。

当連結会計年度においてレベル1、2及び3の間の重要な振替はありません。なお、当社グループは、各ヒエラル
キー間の振替を、振替を生じさせた事象が発生した報告期間の末日において認識しています。

① 経常的に公正価値測定で測定する金融資産及び負債のレベル別の内訳
金融商品の公正価値ヒエラルキーのレベル別の内訳は、以下のとおりです。

(単位: 百万円)

帳簿価額 レベル1 レベル2 レベル3

金融資産

資本性金融資産 153,639 88,156 2,427 63,055

デリバティブ資産 1,936 － 1,936 －

合計 155,576 88,156 4,364 63,055

金融負債

デリバティブ負債 0 － 0 －

合計 0 － 0 －

レベル1の資本性金融資産は、主に活発な市場が存在する株式です。
レベル2のデリバティブ資産及びデリバティブ負債は、主に金利スワップ、通貨スワップ及び先物為替予約等の
デリバティブ金融商品です。
レベル3の資本性金融資産は、主に活発な市場が存在しない非上場株式です。
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公正価値ヒエラルキーレベル3に区分される金融商品の期首残高から期末残高への調整表は以下のとおりです。
(単位: 百万円)

金額

期首残高 41,825

その他の包括利益(注) 19,677

購入 9,143

売却 △2,654

その他 △4,936

期末残高 63,055
(注)その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に関するものであり、「その他の包括利益を通じて測定する
金融資産の公正価値の純変動」に含まれています。

② 償却原価で測定する金融資産及び金融負債
償却原価で測定する金融資産及び金融負債の帳簿価額と公正価値は、以下のとおりです。

(単位: 百万円)

帳簿価額 公正価値

社債 19,982 19,980

上記の表には、償却原価で測定する金融資産及び金融負債のうち、帳簿価額が公正価値と近似するものを含め
ていません。なお、長期借入金は、主に変動金利によるものであり、市場金利が反映されるため、帳簿価額が
公正価値に近似しています。

長期借入金の公正価値ヒエラルキーはレベル3に該当しています。
社債の公正価値ヒエラルキーはレベル2に該当しています。

(1株当たり情報に関する注記)
1株当たり親会社所有者帰属持分…………………………………… 847円45銭
基本的1株当たり当期利益…………………………………………… 181円68銭
(注) 当社は、「役員報酬BIP信託」及び「株式付与ESOP信託」を導入し、当該信託が保有する当社株式を連結計算書

類において自己株式として計上しています。これに伴い、1株当たり親会社所有者帰属持分の算定上、当該信託
が保有する当社株式を期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めています。また、基本的1株当たり当期
利益の算定上、当該信託が保有する当社株式を期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めています。
1株当たり親会社所有者帰属持分の算定上、控除した当該自己株式期末株式数は12,738,818株です。
基本的1株当たり当期利益の算定上、控除した当該自己株式期中平均株式数は、当連結会計年度において
11,959,834株です。
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株主資本等変動計算書（2021年4月1日から2022年3月31日まで）
（単位: 百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 40,000 344 344 7,299 820,909 78,827 907,036 △180,148 767,232

当期変動額

剰余金の配当 2,700 △37,183 △34,483 △34,483

当期純利益 23,996 23,996 23,996

自己株式の取得 △124,503 △124,503

自己株式の処分 25,466 25,466 △15,989 9,477

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － － － － － － － －

当期変動額合計 － 25,466 25,466 2,700 － △13,187 △10,487 △140,492 △125,512

当期末残高 40,000 25,811 25,811 10,000 820,909 65,640 896,549 △320,640 641,719

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

当期首残高 36,772 36,772 1,317 805,322

当期変動額

剰余金の配当 △34,483

当期純利益 23,996

自己株式の取得 △124,503

自己株式の処分 9,477

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △7,281 △7,281 451 △6,830

当期変動額合計 △7,281 △7,281 451 △132,343

当期末残高 29,491 29,491 1,768 672,979
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個別注記表
(重要な会計方針に係る事項に関する注記)
1 資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法
② その他有価証券
市場価格のない株式等
以外のもの

…………時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定)

市場価格のない株式等 …………移動平均法による原価法

2 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産………………………定額法

主な耐用年数は次のとおりです。
建物 2～50年
工具、器具及び備品 2～15年

(2) 無形固定資産………………………定額法
主な償却年数は次のとおりです。
ソフトウエア(自社利用分) 5年(社内における利用可能期間)

3 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金 …………………………債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等の特定債権については個別に回収可能性を検討し、回
収不能見込額を計上しています。

(2) 役員退職慰労引当金………………役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給見込額を
計上しています。

(3) 役員報酬信託引当金………………役員への将来の当社株式の給付に備えるため、株式交付規程に基づき、役
員に割り当てられたポイントに応じた株式の給付見込額を基礎として計上
しています。

4 重要なヘッジ会計の方法
(1) ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用しています。
なお、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を、金利通貨スワップについては
一体処理(特例処理・振当処理)の要件を満たしている場合には一体処理を採用しています。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
(ヘッジ手段) (ヘッジ対象)
金利スワップ 借入金利息
金利通貨スワップ 外貨建借入金

(3) ヘッジ方針
金利変動リスク及び為替変動リスクをヘッジする目的で、金利スワップ及び金利通貨スワップ取引を行っていま
す。

(4) ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップの特例処理及び金利通貨スワップの一体処理については、有効性評価を省略しています。
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5 収益及び費用の計上基準
当社は、以下の5ステップアプローチに基づき、収益を認識しています。
ステップ1: 顧客との契約を識別します。
ステップ2: 契約における履行義務を識別します。
ステップ3: 取引価格を算定します。
ステップ4: 取引価格を契約における履行義務に配分します。
ステップ5: 履行義務を充足した時点で(又は充足するにつれて)収益を認識します。

当社が権利を有するリクルートブランドを、当社グループ会社に対して使用する権利を許諾し、当社はその対価と
してロイヤリティー収入を得ています。当社は契約で定められた期間にわたり、当社グループ会社に対してリクル
ートブランドを使用許諾する義務を負っています。当該履行義務は時の経過につれて充足されるため、契約期間に
応じて収益認識しています。

6 その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) 重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。

(2) 連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しています。

(会計上の見積りに関する注記)
当社は当事業年度末日現在、関係会社株式827,403百万円を計上しており、その主なものはRGF Staffing B.V.株式
402,140百万円です。関係会社株式の評価は、買収時に見込んだ超過収益力を反映した実質価額を帳簿価額と比較し、
実質価額の著しい低下の有無を判定しており、連結計算書類作成におけるのれんの減損テストに使用されたものと同
様の事業計画、成長率や割引率等を考慮しています。これらの仮定は、経営者の最善の見積りと判断により決定され
ますが、将来の不確実な経済条件の変動によって影響を受ける可能性があります。

(追加情報)
(役員報酬BIP信託)
当社は、当社及び当社グループ会社の取締役、執行役員及び専門役員へのインセンティブプランとして、役員報酬
BIP(Board Incentive Plan)信託を用いた株式報酬制度を導入しています。

1 制度の概要
本制度は、取締役及び執行役員等の報酬と当社の株式価値との連動性をより明確にし、中長期的な業績向上と企業
価値増大への貢献意識を高めることを目的としています。本制度は、役位や、業績連動型とする場合には業績目標
の達成度等に応じて、当社株式を取締役等に交付又は給付する制度です。

2 信託に残存する当社株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額により、純資産の部に自己株式として計上しています。当事業
年度における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、6,363百万円、1,714,565株です。

(株式付与ESOP信託)
当社は、当社グループ会社の従業員等へのインセンティブプランとして、株式付与ESOP(Employee Stock
Ownership Plan)信託を用いた株式交付制度を導入しています。

1 制度の概要
本制度は、従業員等の報酬と当社の株式価値との連動性をより明確にし、中長期的な業績向上と企業価値増大への
貢献意識を高めることを目的としています。本制度は、権利確定期間に応じて当社株式を従業員等に交付又は給付
する制度です。

2 信託に残存する当社株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額により、純資産の部に自己株式として計上しています。当事業
年度における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、54,349百万円、11,024,253株です。当事業年度において信
託に対する自己株式の処分により、自己株式が25,745百万円増加しています。
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(貸借対照表に関する注記)
1 有形固定資産の減価償却累計額………………… 582百万円

2 保証債務
下記関係会社に対して次のとおり債務保証等を行っています。
Indeed, Inc. 70,016百万円
Indeed Ireland Operations Limited 31,232百万円
Glassdoor, Inc. 18,245百万円
Staffmark Group, LLC 10,733百万円
RGF Staffing B.V. 6,813百万円
Chandler Macleod Group Limited 747百万円
Megagon Labs, Inc. 196百万円
その他 15百万円
計 138,001百万円

3 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権…………………………………………………… 108,403百万円
短期金銭債務…………………………………………………… 368,104百万円
長期金銭債権…………………………………………………… 158,018百万円
長期金銭債務…………………………………………………… 200,000百万円

(損益計算書に関する注記)
関係会社との取引高
営業取引による取引高(収益) ………………………………… 42,029百万円
営業取引による取引高(費用) ………………………………… 899百万円
営業取引以外の取引高(収益) ………………………………… 365百万円
営業取引以外の取引高(費用) ………………………………… 918百万円

(株主資本等変動計算書に関する注記)
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数
普通株式…………………………………………………………… 86,686,390株
(注) 当社は、「役員報酬BIP信託」及び「株式付与ESOP信託」を導入しています。当事業年度末日の自己株式数に

は、当該信託が保有する当社株式12,738,818株を含めています。

(税効果会計に関する注記)
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)
関係会社株式 26,033百万円
繰越欠損金 3,445百万円
投資有価証券評価損 3,428百万円
その他 2,197百万円
繰延税金資産小計 35,105百万円
評価性引当額 △29,152百万円
繰延税金資産合計 5,953百万円
(繰延税金負債)
関係会社株式 △102,558百万円
その他有価証券評価差額金 △7,977百万円
繰延税金負債合計 △110,535百万円
繰延税金負債の純額 △104,581百万円
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(関連当事者との取引に関する注記)
子会社及び関連会社等

(単位: 百万円)

属 性 会社等の名称
議決権等の
所有
(被所有)
割合

関連当事者との
関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 ㈱リクルート 所有
直接100％

資金貸借関係
役員の兼任

資金の貸付
(注1) － 長期貸付金 158,018

資金の回収 26,336 短期貸付金 26,336

資金の借入
(注2) － 短期借入金

(注3) 218,857

ロイヤリティー
収入
(注4)

36,359 売掛金 39,995

子会社 ㈱リクルートスタッフ
ィング

所有
間接100％

資金貸借関係
役員の兼任

資金の借入
(注2) － 短期借入金 38,483

子会社 ㈱スタッフサービス・
ホールディングス

所有
間接100％

資金貸借関係
役員の兼任

資金の貸付
(注1) －

短期貸付金 14,875
資金の回収 14,875

資金の借入
(注2) － 短期借入金 23,860

子会社
Recruit Global
Treasury Services
Ltd.

所有
直接100％ 資金貸借関係 資金の借入

（注5） 200,000 長期借入金 200,000

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注1) 貸付金の金利については、市場金利等を勘案して合理的に決定しています。
(注2) 当社では、グループ内の資金を一元管理しており、グループ会社間の貸借を日次で行っているため、取引金額

は記載していません。なお、金利については、市場金利を勘案して合理的に決定しています。
(注3) 2021年4月1日付で当社の子会社である㈱リクルートと㈱リクルートライフスタイルを含む国内中核事業会

社・機能会社7社は、㈱リクルートを存続会社として吸収合併しました。これに伴い、㈱リクルートの期末残高
には国内中核事業会社・機能会社7社の合併による受入額が含まれています。

(注4) ロイヤリティー収入については、売上総利益の一定割合によっており、その料率は合理的な基準により決定し
ています。

(注5) 借入金の金利については、市場金利等を勘案して合理的に決定しています。
(注6) 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。
(注7) 債務保証は、「(貸借対照表に関する注記)」2. 保証債務に記載しています。
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(1株当たり情報に関する注記)
1株当たり純資産額……………………………………………… 417円09銭
1株当たり当期純利益…………………………………………… 14円69銭
(注) 当社は、「役員報酬BIP信託」及び「株式付与ESOP信託」を導入し、当該信託が保有する当社株式を計算書類に

おいて自己株式として計上しています。これに伴い、1株当たり純資産額の算定上、当該信託が保有する当社株
式を期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めています。また、1株当たり当期純利益の算定上、当該信
託が保有する当社株式を期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めています。
1株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式期末株式数は12,738,818株です。
1株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式期中平均株式数は、当事業年度において11,959,834株で
す。

(重要な後発事象に関する注記)
(51job, Inc.株式の一部売却)
当社は、当社が約34.8%株式持分(米国預託証券を含む)を保有する持分法適用会社51job, Inc.(以下「51job」)の非
公開化取引(以下「本取引」)に関する契約（以下「原契約」）を2021年6月21日に締結し、その後、原契約の内容の
一部を変更することに全関係者が合意したため、2022年3月1日に、原契約を変更する契約を締結しました。本取引
は複数の投資家(以下「本取引投資家グループ」)と当社による51jobの買収により実行されるもので、当該契約は、当
社が51job及び本取引投資家グループと締結したものです。

当社は、本取引が51jobの長期的な成長に資するものと考えており、本取引完了後も引き続き現在保有する51job株
式の大半について保有を継続する予定ですが、一部の売却対価として、額面226百万米ドル相当の転換社債及び現金
304百万米ドルを受領しました。

51jobは2022年4月27日の臨時株主総会で本取引を承認し、本取引は2022年5月10日に完了しました。これに伴い、
2023年3月期の計算書類上、受領する転換社債については株式の帳簿価額を引継ぐものの、受領する現金から約369
億円の関係会社株式売却益が計上される見込みです。なお、本取引完了後の、当社の51jobの発行済株式総数に係る
持分比率は約39.9%であり、51jobは引き続き当社の関連会社となる見込みです。

(連結配当規制適用会社に関する注記)
当社は、連結配当規制適用会社です。
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